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2013年８月号
号　外連合群馬2013年県民意識調査【速報版】

28.5
21.7

17.7
11.8

6.4
5.8
4.5

2.6
0.8
0.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0％
金銭的な不安

年金がもらえるか不安
健康でいられるか不安

介護保険など高齢者施策が不十分

老人福祉施設に入れるか不安

不安・心配はない
話し相手や相談相手がいない

家族（親、祖父母）の面倒を見きれない

介護等で周囲に負担をかける不安

その他

24.2

19.2

16.8

16.6

11.5

4.9

2.5

18.9

19.6

16.0

17.4

10.5

8.1

5.3

20.7

29.4

10.6

14.8

9.7

5.7

3.8

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0％

生活費や所得

自分や家族の老後

雇用や職場環境

健康・医療

子どもの保育や教育

政治や経済

事件など安全・安心

2013

2012

2011

男性
53.5%

女性
45.1%

不明
1.4% １０代

1.9%

２０代
14.5%

３０代
24.6%

４０代
25.0%

５０代
19.1%

６０代
9.2%

７０歳以上
4.6% 不明

1.0%

会社員
54.5%

公務員
9.8%

農林業
0.8%

企業・
団体役員
1.1%

パ－ト・アル
バイト・派遣社
員・契約社員
15.7%

自営業（家
族従業員
含む）
2.6%

専業主婦
4.5%

無職
5.5%

学生
2.2%

その他
1.8% 不明

1.4%

　２月から５月にかけて実施した県民意識調査では、構成組織・議員懇談会・関係団体、県民の皆さん
のご協力を得て、11,030名（組織内5,221名、組織外5,809名）の方から回答をいただきました。
　連合群馬では、今後、アンケート結果を分析し、より良い県政につなげるため「2014年度　政策・
制度要求と提言」に反映させ、群馬県知事に提出いたします。ご協力いただいた皆様へ感謝申し上げます。

回答者フェースシート

【男女比率】 【年齢区分】 【職業区分】

11,030名から集約
～安心して暮らせる地域社会の実現をめざし、県民の声を県政に届けます～

　毎年調査している「心
配事・困り事・関心事」
は、2003年より１位が
続いていた「自分や家族
の老後」が初めて２位に
後退し、「生活費や所得」
が最も高い値となりまし
た。「雇用や職場環境」
も３位に上がっているこ
とから、生活に直結する
「働く環境の厳しさ」が
増していることがうかが
えます。

　「金銭的な不安」が最も高く、続いて
「健康でいられるか」、「年金がもらえる
か」の２項目が高い値を示しています。
　現状の厳しい景気状況や金銭的な蓄
えへの不安を踏まえ、老後においても、
自立した生活を送りたいとの思いがう
かがえます。

Ｑ．心配事・困り事・関心事 (２選択)　　～過去３年間の比較～

Ｑ．�自分や家族の老後に関する不安・
心配事（２選択）



2 号　外

34.7
26.3

20.2
14.2

1.2
3.4

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0％

税金のばらまきにつながる
財政再建を優先すべき
景気回復にはつながらない
地域の活性化につながらない

理由は特にない
その他

26.2
22.8

14.2
11.8
11.6
11.3

2.2

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0％

子ども・親・学校・地域の連携
子どもが相談しやすい相談窓口の設置
教職員への指導・研修会の強化
子どもの指導に親を含める
いじめ問題の早期公表
子どもとの話し合いの強化

その他

35.3
17.9

10.6
8.3
7.4
7.3
6.6
6.0

0.6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0％
上司や同僚の理解

時間単位の休暇制度の新設や有給休暇の取得推進
適正人員の確保

短時間勤務の積極的な推進
残業・休日勤務の削減
自分の仕事の情報や技術の共有化
看護・介護休暇の新設・充実

仕事の効率向上
その他

22.3
21.3
21.3

11.9
11.0
10.2

2.1

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0％

子どもが相談しやすい相談窓口の設置
子ども・親・学校・地域の連携
教職員への指導・研修会の強化
子どもとの話し合いの強化
体罰に関する早期公表
教職員のための相談窓口の設置

その他

22.4
17.3
16.5

14.0
7.8
6.7
6.5
6.3

1.6
0.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0％
子ども手当の充実・強化
長時間保育・夜間休日保育への支援
企業における仕事と家庭の両立支援策の指導強化

企業内託児所の設置促進支援
待機児童解消への取り組み

ファミリーサポートセンターの充実
子育ての悩み相談の充実
男性の育児休業取得に向けたＰＲ
子育てサークルへの支援強化

その他

賛成
17.8%

どちらか
といえば
賛成
35.0%

どちらか
といえば
反対
18.4%

反対
7.5%

わからない
20.1%

無回答
1.1%

19.6
19.3
19.1

15.4
8.4

6.6
4.3
3.3
3.1

0.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0％
働くことの意味や価値観の教育
国際化に対応した語学教育
生命の大切さなど心の教育
職業体験の教育の場の拡充
ボランティア活動を通じた教育
インターネットの正しい活用教育
保護者や地域と学校の交流
環境保全に関する教育

防災・減災に関する教育
その他

Ｑ．公共事業拡大方針についてどう思うか(１選択)　　　Ｑ．反対・どちらかといえば反対の理由（複数選択）

～教育～
Ｑ．学校でのいじめ問題への対応について何が必要か。（２選択）　　Ｑ．学校での体罰問題で必要な対策は何か。（２選択）

～子育て～
Ｑ．仕事と子育ての両立について職場で必要なこと（２選択） 　　　Ｑ．行政で強化してほしい子育て施策（２選択）

　「反対」「どちらかといえば反対」の３分の１以上の
人が「税金のばらまきにつながる」と考えています。

　「子ども・親・学校・地域の連携」、「子どもが相
談しやすい相談窓口の設置」などが高く、いじめ
問題には、社会全体で対応することが望ましいと
の思いがうかがえます。

　「上司や同僚の理解」が他の項目を大きく引き離
して高い値となっており、仕事と子育ての両立には、
制度の充実より職場内の理解や会社風土の醸成を
求めていることがうかがえます。

　体罰問題には、「子どもが相談しやすい相談窓口
の設置」とともに教職員へのサポート体制の強化や、
地域を巻き込んだ環境整備の必要性を求めている
ことがうかがえます。

　「子ども手当の充実・強化」が最も高く、子どもに関
する教育費の負担など、金銭的な支援や、保育環境の
整備と充実を求めていることがうかがえます。

　「働くことの意味や価値観」「国際化に対応
した語学」「生命の大切さなど心」の教育の３
つがほぼ同じ割合で高い値を示しています。
　実践的な語学教育とともに、倫理観や道徳
心など「心の教育」を学校に求めていること
がうかがえます。
　また、働くことの重要性も求められています。

Ｑ．�社会に出て役立つ学校教育に向け
充実すべきことは何か。（２選択）

　賛成派（「賛成」
「どちらかといえ
ば賛成」）が過半
数を超え、反対派
（「反対」「どちら
かといえば反対」）
は約４分の１の割
合です。



号　外 3

29.1
22.8

14.1
12.7
11.1

5.9
3.3

1.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0％

医師・看護師の確保
地域の病院施設などの充実
夜間診療などの拡充
高度医療への助成
救急医療体制（ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘなど）の充実
県民の医療に関する理解・知識の向上
医療相談窓口などの周知

その他

21.6
18.5

14.8
14.6

10.9
10.0
8.7

0.7

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0％
農業希望者への就農技術教育等の支援
県内農産物のブランド化・販路拡大

効率的な生産・出荷体制の確立
耕作放棄地の利用など規模の拡大

県民への地産・地消や食育の推進
農業従事者への資金援助

その他
農業技術の支援強化・充実

29.9
15.5
13.9
13.2

8.7
8.2
7.3

2.6
0.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0％

太陽光や風力など自然エネルギーの拡充
森林整備など緑化の推進
エコカーなどの購入支援

ごみの分別・削減
県民の主体的な取り組みに向けた周知
二酸化炭素の排出量削減強化
公共交通機関の利用促進
アイドリングストップ運動の推進

その他

28.2

28.0

15.0

14.8

12.1

2.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0％

ＡＴＭなどのパトロールの強化

金融機関の窓口による注意喚起の強化

ＡＴＭの現金引き出し規制の強化

地域での学習会・対策のＰＲ強化

行政の広報紙などを活用した対策の周知

その他

21.3
20.7

19.0
16.6

11.2
6.1

3.9
1.2

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0％
若者就業支援事業との連携
介護士等の処遇改善に向けた指導強化
介護士の養成に向けた職業訓練の充実
施設拡充への支援制度の充実
介護職の方の悩み相談の実施
キャリアアップに向けた支援強化
外国人の介護資格取得への支援

その他

23.9
20.5
19.2
18.4
17.3

0.8

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0％

住宅など建設に向けた県産材への助成金の拡充
県産材のＰＲ強化

県民力による森林整備の拡大
民有林の整備に向けた支援施策
林業希望者への就業技術等の教育支援

その他

29.7
14.9
14.1
12.5

9.9
8.2
6.2

3.6
0.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0％

放射線に関する正しい知識の周知
放射線量の測定結果の公表
子どもに対する甲状腺など検診の強化
放射能汚染物の処理施設の整備
浄水場や下水道の放射線量の測定強化
食品などのサンプル検査の強化
放射線量の測定地点の拡大
放射線測定器の貸し出し

その他

26.6
17.7

14.5
13.4

8.7
6.3
6.1
5.9

0.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0％

悪質な交通違反の取り締まり強化
歩行者・自転車などのマナー向上
定期的な高齢者の運転適性検査の実施
警察官のパトロール強化（目に見える配置）
交通設備（信号や車歩道）の改善・改良
交通弱者に対する思いやり意識の醸成
夜間歩行者に対する安全対策の強化
学校や地域での交通安全教室の拡充

その他

～福祉～
Ｑ．医療に関して行政が取り組むべき施策（２選択）　　　　　Ｑ．介護・福祉サービスの改善のため必要な行政施策（２選択）

～農林業～
Ｑ．農業の活性化のために必要だと思うこと（２選択）  　　Ｑ．林業再生に向け重点的に取り組むべきこと（２選択）

～環境～
Ｑ．行政が行う地球温暖化防止策（２選択）　　　　 　Ｑ．放射能に対する行政の重要な取り組み（２選択）

～防犯～Ｑ．振り込め詐欺の対策で強化すべきこと（２選択） ～喫緊の課題～Ｑ．交通事故削減に向け必要な施策（２選択）

　「医師・看護師の確保」が最も高く３割近い値を示
し、これに「地域の病院施設などの充実」が続きます。
　今後、益々高齢化が進む現状を踏まえ、地域医療
体制の整備強化を求めていることがうかがえます。

　「ＡＴＭなどのパトロールの強化」「金融機関の窓口
による注意喚起の強化」の２項目がほぼ同率で高い値
となっており、周りのサポートにより水際で被害を食
い止める対策が有効であるとの考えがうかがえます。

　「若者就業支援事業との連携」が最も高く、「介護士等の
処遇改善に向けた指導強化」「介護士の養成に向けた職業訓
練の充実」など、介護の担い手としての若者支援と、処遇
改善への適切な指導を求めていることがうかがえます。

　「悪質な交通違反の取り締まり強化」が最も高い
値となっていますが、それに次いで、「歩行者・自
転車のマナー向上」も求められています。

　「農業希望者への就農技術教育等の支援」、「県内農産物の
ブランド化・販路拡大」など、新たな農業従事者への支援と、
農産物の販路の開拓が求められていることがうかがえます。

　「太陽光や風力など自然エネルギーの拡充」が、温
暖化防止策として最も期待が高い値となりました。

　「住宅など建設に向けた県産材の助成金の拡充」が最
も高く、県産材の助成支援等により消費拡大をはかる
ことが林業活性化につながるとの思いがうかがえます。

　「放射線に関する正しい知識の周知」が最も高く、「放射
線量の測定結果」は現在、ＨＰ等により情報発信されてい
ますが、より広範な周知を求めていることがうかがえます。



4 号　外

23.2
20.1

16.3
11.8
10.8

6.0
5.8
4.7

1.3

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0％

温泉など群馬ブランド力の向上
観光振興計画の促進・ＰＲの強化
観光イベントやマスコミを通じたＰＲ
農産物など群馬ブランド力の向上

公共交通の活性化
道路などのインフラ整備
富岡製糸場などの観光拠点の強化
特に知名度を上げる必要はない

その他

22.8
21.4

12.8
12.4
11.4

9.5
6.4

2.6
0.8

0.0 10.0 20.0 30.0％

中小企業への支援やサポート
ものづくり産業への行政支援
Ｕターンなど優秀な人材確保
交通網を生かした工業団地への企業誘致
産・官・学と連携した最先端技術開発
中小企業の連携による技術力の活用
道路交通網など利点のＰＲ強化
中国などアジア圏を見据えた観光客の誘致

その他

23.6
20.0

17.9
12.8

10.7
10.7

3.9
0.4

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0％

税に関する優遇措置
資金調達支援に向けた融資枠拡大
パートや派遣労働者の正社員化への支援
国内・外への県内産業のＰＲ強化
販売経路などの開拓支援
産・官・学の連携で新技術・新製品開拓
行政の業務委託に関する法令順守強化

その他

35.8
14.2
13.4

10.0
8.3
8.2

5.4
3.7

1.1

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0％
特に変わらない

人員削減により仕事量が増加した
新規採用者が減った（なくなった）
法改正が行われることを知らない
派遣労働者が減少した
有給休暇が取得しづらくなった
派遣労働者が増加した
期間に定めのある労働者が減少した

その他

41.3
24.0

13.0
8.7
7.7

1.5
1.2
2.6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0％

特に変わらない
定年後の再雇用が行われる
定年が６５歳まで延長された
法改正が行われることを知らない
段階的に定年年齢が延長された

定年制度はない
定年制度がなくなった

その他

Ｑ．群馬の経済活性化で行政に求めること（２選択） Ｑ．企業に向けた行政で重要なこと（２選択）

　「中小企業への支援やサポート」「ものづくり産業へ
の行政支援」の２項目が高く、ものづくり産業が盛ん
な群馬県の立地を生かした、社会基盤の強化を求めて
いることがうかがえます。

　「税に関する優遇措置」が最も高く、「資金調達支援
に向けた融資枠拡大」など、財政面・資金面での行政
支援を求めていることがうかがえます。

～労働法改正について～【企業団体役員・雇用労働者のみ】
Ｑ．労働契約法の改正により職場環境が変わったか（複数選択）

～群馬の経済～
Ｑ．知名度向上のために必要な行政の取り組み（２選択）

Ｑ．高年齢者雇用安定法の施行で変化があったか（1選択）

　どちらも「特に変わらない」が最も高く、「法改正が行われることを知らない」方が１割程度います。
法の改正施行が本年４月からとなっており、今後、具体的な取り組みが行われるものと思われます。

　今年度の県民意識調査は、労働法制等の改正による具体的な意識把握を目的に、企業・団体役員や雇用労働者の意見把握を
行うとともに主婦、農林業者、学生等、幅広い年齢層から「雇用・労働」「福祉・社会保障」「教育」「農林業」「行政運営」「環境」
「防犯」などの観点から県民ニーズを把握しました。調査結果から浮き彫りになったさまざまな課題は、政策フォーラム（８/３）
や各種委員会にて論議を行い、８月28日に「2014年度　政策・制度要求と提言」として群馬県知事に提出する予定です。
　なお、2013年県民意識調査結果の詳細はＨＰに掲載します。

～群馬県への提言に向け（今後のイメージ）～　　　　（写真：政策フォーラム・知事提言は昨年のもの）

　「温泉など群馬ブランド力の向上」が最も
高く、「観光振興計画の促進・ＰＲの強化」「観
光イベントやマスコミを通じたＰＲ」が続き
ます。
　群馬の豊かな観光資源を活用した取り組み
の強化を求めていることがうかがえます。

政策フォーラム 政策委員会 知事提言
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